
 

 

 

 

税金の減免・控除 
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１　所得税及び町道民税などの控除　 

 

【問い合わせ先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 税の種類 内　　容 控除金額

 

所得税　　

及び　　　

復興特別　

所得税

障害者控除

身体障害者手帳、 

療育手帳、 

精神障害者保健福祉手帳の交付

を受けている人など

２７万円

 
障害者控除　　　

（特別障害者）

上記の者のうち身体障害者手帳

１・２級、療育手帳Ａ、 

精神障害者手帳１級の人など

４０万円

 
障害者控除 

（同居特別障害者）

特別障害者である同一生計配偶

者 や 扶 養 親 族 で 納 税 者 や 配 偶

者、生計を一にする親族のいず

れかと同居を常としている人

７５万円

 

事業税

両目の視力０．０６以下の視覚障がい者が行うあんま・

マッサージ・指圧・針・きゅう等の事業を個人で営む　　

場合

非課税

 障がい者の人で、事業主控除をする前の事業所得とその

他の所得の合計金額が３１０万円以下の場合、事業税額

が７，５００円(事業税額が７，５００円以下のときは

全額)減免されます。

減免

 
所得税、相続税、贈与税

帯広税務署  

帯広市西５条南８丁目 帯広第２地方合同庁舎　電話番号 24-2161

 
町道民税 税務課住民税係　

 
固定資産税 税務課資産税係　

 
事業税

十勝総合振興局課税課　 

帯広市東３条南３丁目　電話番号 27-8505
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２　自動車（種別割・環境性能割）及び軽自動車税（環境性能割）の減免 

 

身体等に障がいのある人のために使用する自動車で、一定の要件に当てはまるものは、申請により

自動車税（種別割・環境性能割）、軽自動車税（環境性能割）の減免を受けることができます。 

軽自動車税種別割の減免申請は、「３　軽自動車税種別割の減免」をご覧ください。 

 

●対象となる要件 

・障がいのある人が自動車を所有（取得）し、自ら運転する場合 

・障がいのある人と生計を同じくする人が、障がい者のために自動車を所有（取得）する場合また

は運転する場合（障がい者のために週 1 回以上継続的に使用） 

・障がいのある人のみで構成されている世帯の人が所有する自動車を、介護する人が運転する場合 

（障がい者のために週１回以上継続的に使用） 

・構造上、身体に障がいのある人が利用するための自動車を所有（取得）する場合 

・社会福祉施設等の入所者の通所のために使用する場合 

 

●対象となる自動車及び台数 

　普通乗用車、貨物車（事業用は除く）及び環境性能割課税対象に該当する軽自動車 

　障がい者 1人について 1台まで（普通自動車と軽自動車を所有している場合は、いずれか 1 台） 

 

●対象となる障がいの範囲※1 

　※１　２つ以上の身体障がいの区分に重複して障がいを有する人は、個々の障がいの区分について 

いずれかの等級に該当することが必要です。 

※２　喉頭摘出による音声機能障がいがある場合に限ります。 

 

 

 

 障がいの区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

 上肢不自由 ○ ○ ○

 下肢不自由 ○ ○ ○ ○ ○ ○

 体幹不自由 ○ ○ ○ ○

 視覚障がい ○ ○ ○ ○

 聴覚障がい ○ ○

 平衡機能障がい ○ ○

 音声機能障がい ○※２

 乳幼児期以前の非進行性の 

脳病変による運動機能障がい

上肢機能 ○ ○ ○

 移動機能 ○ ○ ○ ○ ○ ○

 心臓機能障がい ○ ○ ○

 腎臓臓機能障がい ○ ○ ○

 呼吸器機能障がい ○ ○ ○

 ぼうこう･直腸機能障がい ○ ○ ○

 小腸機能障がい ○ ○ ○

 免疫機能障がい ○ ○ ○ ○

 肝臓機能障がい ○ ○ ○ ○

 
・療育手帳の交付を受けている人 

・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人（手帳の有効期限が切れていないものに限る）
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●申請に必要なもの 

（１）自動車税課税免除・自動車取得税減免申請書（用紙は十勝総合振興局にあります） 

（２）身体障害者手帳等（原本提示） 

（３）自動車運転免許証（原本提示） 

（４）自動車検査証（原本提示） 

※申請者が本人以外であったり、申請時の状況によって健康保険証、家族全員の住民票等、各種

証明書等が必要な場合がありますので、必ず事前に下記までお問い合わせください。 
 

●申請・問い合わせ先 

　札幌道税事務所　自動車税部　　　　電話番号 ０１１－７４６－１１９０ 

十勝総合振興局　納税課収納管理係　電話番号 ０１５５－２６－９０３８ 
 

●減免の申請期限 

 

３　軽自動車税種別割の減免　 

 

障がいのある人が使用する軽自動車等で、一定の要件に当てはまるものは、申請により軽自動車税

種別割の減免を受けることができます。 
 

●対象となる自動車 

・障がい者が自ら運転する場合 

・障がい者のために生計を同じくする人、または障がい者のみで構成される世帯の人を常時介護す

る人が運転をする場合（通院・通学などのために、おおむね週 1 回以上継続的に使用） 
 

●軽自動車の購入者 

障がい者本人または生計を同じくする人 
 

●免除される台数 

障がい者１人について１台まで 

（普通自動車と軽自動車を複数台所有している場合は、いずれか 1 台） 
 

●対象となる障がい 

「２　自動車（種別割・環境性能割）及び軽自動車税（環境性能割）の減免」の対象者と同じ 
 

●申請に必要な書類 

毎年申請が必要です。申請締切は５月末日になります。 

（１）減免申請書（用紙は税務課にあります） 

（２）身体障害者手帳等（原本提示） 

（３）運転する方の自動車運転免許証（原本提示） 

（４）自動車検査証のコピー 

　※申請受付の際に、軽自動車等の使用状況を確認したり、通学証明書等を提出いただく場合があ

りますので、必ず事前に下記までお問い合わせください。 

●申請・問い合わせ先 

税務課住民税係 

 区　　分 申　請　期　限

 自動車税環境性能割または軽自動車税環境性能割 自動車の登録日の２か月後

 
自動車税 

種 別 割

４月１日に減免要件に該当している人 自動車税納税通知書の納期限（５月３１日）

 年度の途中で減免要件に該当する人 減免要件に該当することになった日の２か月後

 減免自動車を入れ替える人 自動車の登録日の２か月後
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４　心身障害者扶養共済制度に基づく所得税の非課税等 

 

●掛金の控除 

条例の規定により、地方公共団体が実施する心身障害者扶養共済制度に加入し、その掛金を支払っ

た場合には、小規模企業共済等掛金控除として所得から差し引かれます。 

 

●給付金の非課税 

上記の心身障害者扶養共済制度に基づいて、心身障がい者やその権利を相続した人が受ける給付金

には、原則として所得税が課されません。 

 

※心身障害者扶養共済制度についてはＰ５７～５８をご覧ください。 

 

５　預貯金等の非課税制度 

 

障がい者の人などの預貯金等について、次のものが非課税となります。 

 

※日本郵政公社の民営化以前に預け入れられた定額貯金、定期貯金、積立郵便貯金などの定期性郵

便貯金のみ満期まで非課税の取扱です。 

（郵政民営化法施行日　平成１９年１０月１日から適用されています） 

 

 

 
区 　 　 　 分 内　　　　　容

 

対 象 者

①身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳をお持ちの人 

②障害基礎年金、障害厚生年金など障がいを事由に支給される年金を 

受給している人 

③障害児福祉手当、特別障害者手当、福祉手当を受給している人

 

範 　 　 囲

【非課税貯蓄限度額】 

・銀行等預金等　３５０万円 

・公債 　　　 　３５０万円

 
手 続 先 各金融機関

合計７００万円まで
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６　おむつ代・ストマ用装具の医療費控除 

 

一般医療のほか、おむつ代やストマ用装具についても医療費控除の対象になる場合があります。 

 

（１）おむつ代の医療費控除  

●対象 

　　次のどちらにも当てはまり、かつ医師が発行する「おむつ使用証明書」の交付を受けた人 

・傷病によりおおむね６か月以上にわたり寝たきり状態にあると認められる人 

・その傷病について医師による治療を継続して行う必要があり、おむつの使用が必要と認められ

る人 

※なお、日常生活用具給付制度等による給付を受けた場合の公費負担分は対象になりません。 

 

（２）ストマ用装具の医療費控除 

●対象 

人工肛門用ストマ（排泄孔）又は尿路変向（更）のストマをもつ人のストマ用装具について、治

療上、適切なストマ用装具を消耗品として使用することが必要不可欠であると医師が認め、医師が

発行する「ストマ用装具使用証明書」の交付を受けた人 

※なお、日常生活用具給付制度等による給付を受けた場合の公費負担分は対象になりません。 

 

（３）医療費控除を受けるための手続 

ア　医療費控除を受けるには、確定申告書を提出する際に、「医療費控除の明細書」を添付する必

要があります。 

なお、確定申告期限等から５年間、領収書等を自宅等で保管してください。明細書の記入内

容を確認するため、税務署から領収書の提示又は提出を求められる場合があります。 

 

イ　「おむつ使用証明書」などの各種証明書等は、確定申告書に添付するか、確定申告書の提出

の際に提示する必要があります。 

各種証明書等に記載された①証明年月日②証明書の名称及び③証明書の名称（医療機関名等）

を「医療費控除の明細書」の適宜の欄又は欄外余白などに記載することで、添付又は提示を省

略しても差し支えありません。この場合、添付等を省略した証明書などは、確定申告期限等か

ら５年間自宅等で保管する必要があります。 

 

●申告・問い合わせ先 

　帯広税務署　 

税務課住民税係 

 

申告先：（郵送）〒０８０－８５１５　帯広市西５条南８丁目　帯広第２地方合同庁舎 

　　　　　　　　　　　　　　　　　札幌国税局業務センター帯広分室 

問い合わせ先：（国税相談専用ダイヤル）０５７０－００－５９０１ 

　　　　　　　※音声案内に沿って、「１」（所得税）を選択してください。 

 


